一般社団法人　神奈川県サッカー協会
女　子　委　員　会　　規　約
第１章　　総　　　　則

（名　称）

第１条　この委員会は、一般社団法人神奈川県サッカー協会女子委員会（以下「本委員会」という。）と称する。

（事務所）

第２条　本委員会は、事務所を委員長の指定する所に置く。

第２章　　目的および事業

（目　的）

第3条 本委員会は、一般社団法人神奈川県サッカー協会（以下「県協会」という。）の種別委員会で、神奈川県内の女子サッカーを統括・代表する委員会として、神奈川県内の女子サッカーの普及、振興、国体チームと各年齢の選抜チームの強化並びに選手の育成を図るとともに、公益性のある事業を実施することを目的とする。
（事　業）

第４条　本委員会は、前条の目的を達成するために次の事業を行う。

　（１）サッカー大会の主催、主管ならびに後援

　（２）国体チームの強化

　（３）県を代表する各年齢層のチームの強化

　（４）女子サッカー選手の競技力向上事業

　（５）指導者、審判員の育成ならびに資質向上事業
　（６）公共事業（不特定の女性を対象とした事業）の実施

　（７）その他、本委員会の目的達成に必要な事業

（主　催）

第５条　本委員会は、神奈川県内で開催される女子サッカーの大会等を部会、専門部の申請に基づき主催することができる。

（主　管）

第６条　本委員会は、県協会の主催する次の大会を主管する。

　（１）神奈川県女子サッカー選手権大会（兼）関東女子サッカー選手権大会神奈川県予選
　（２）神奈川県女子サッカーリーグ
　（３）神奈川県レディースサッカー選手権大会（兼）関東レディースサッカー大会神奈川県予選（兼）　全国レディースサッカー大会神奈川県予選

　（４）神奈川県女子ユース（Ｕ－２２）サッカー選手権大会

（５）神奈川県高等学校女子サッカー選手権大会（兼）関東高等学校女子サッカー選手権大会神奈川県予選（兼）全日本高等学校女子サッカー選手権大会神奈川県予選

　（６）神奈川県高等学校女子サッカー新人大会
（７）神奈川県女子ユース（Ｕ－１５）サッカーリーグ
　（８）神奈川県女子ユース（Ｕ－１５）サッカー選手権大会

　（９）神奈川県中学生女子サッカー大会

　　（10）神奈川県少女サッカー春季大会（兼）ＪＦＡ関東ガールズ・エイト（Ｕ－１２）サッカー大会神奈川県予選
　　（11）神奈川県少女サッカー選手権大会（兼）関東少女サッカー大会神奈川県予選

　　（12）神奈川県少女サッカーＵ１０大会
　　（13）チャンピオンカップ神奈川県少女サッカー大会

　　（14）神奈川県少女選抜招待サッカー大会

（受　託）　　
第７条　本委員会は、前条の大会の他、神奈川県内で開催される公益財団法人日本サッカー協会、関東サッカー協会並びに県協会の主催する大会等を主催者の依頼により主管する。

（後援・公認）

第８条　本委員会は、神奈川県内で開催される女子サッカーの大会を、主催者の申請に基づき又は公認をすることができる。

第３章　　会　　　計

（資産の構成）
第９条　本委員会の資産は、次のとおりとする。
　　（１）加盟登録団体（チーム）の登録費

　　（２）委員会運営金（個人）
　　（３）寄付金品

　　（４）事業にともなう収入

　　（５）その他の収入

（資産の管理）

第10条　本委員会の資産は、委員長が管理する。

（経費の支弁）

第11条　本委員会の事業遂行に要する経費は、資産をもって支弁する。

（収支予算及び事業計画）

第12条　本委員会の収支予算は、部会、専門部が事業計画に基づいて作成し、事業計画と合わせて事務局に提出されたものに事務局経費を合わせて作成し、事業計画とともに常任委員会並びに代表者会議の承認を得て、県協会に提出しなければならない。

（収支決算及び事業報告）

第13条　本委員会の収支決算は、部会、専門部が事業計画に基づいて作成し、会計監査を受け、事業報告と合わせて事務局に提出されたものに事務局経費を合わせて作成し、県協会の監査を受け、事業報告とともに常任委員会並びに代表者会議の承認を得て、県協会に提出しなければならない。
（会計年度）

第14条　本委員会の会計年度は、毎年４月1日に始まり、翌年３月31日に終わる。

第４章 　 役  員・委　員

（役　員）

第15条　本委員会には、次の役員を置き常任委員会を構成する。

　（１）委員長　　　　１名

　（２）副委員長　　若干名

　（３）常任委員　　若干名　

　（４）監事　　　　　１名

　（５）顧問　　　　若干名
（役員の選任）

第16条　常任委員は、この委員会の各部会長、各専門部長、事務局長、学識経過園舎を候補者として、代表者会議で選任する。

　２　常任委員は、互選で常任委員から委員長、副委員長を選出する。

　３　常任委員会は、必要に応じて部会、専門部の副部長ならびに学識経験者を常任委員候補と

して選出し、代表者会議に諮る。

　４　監事は、常任委員会の推薦により代表者会議で選任する。

　

（常任委員の責務）

第17条　委員長は、本委員会の会務を総理し、この委員会を代表する。

　２　副委員長は、委員長を補佐し委員長に事故があるときにはこれを代行する。

　３　常任委員は、常任委員会を組織して本委員会の業務を決議し、遂行する。

（監事・顧問の責務）
第18条　 監事は、毎年度末に部会、専門部ならびに事務局の会計を監査する。

　２　監事は、本委員会の事業等の執行を監査する。

３　顧問は委員会の求めに応じ必要かつ適切な支援を行う。

（委員の選任）

第19条　委員は、加盟団体（チーム）が所属する部会、専門部において各々選任し、併せて部会の委員、専門部の委員から互選により部会長又は部長、副部会長又は副部長を選任し、常任委員会の承認を得る。

（役員・委員の任期と定年）

第20条　本委員会の役員並びに部会、専門部の委員の任期は２年とし、再任を妨げないが、最長５期
１０年までとする。

　２　補欠または増員により選任された役員・委員の任期は、前任者又は現任者の残余期間とする。

　３　役員・委員は、その任期満了後でも後任者が就任するまでは、なおその職務を行う。

　４　役職による副委員長・常任委員は、任期満了以前でも部会、専門部の役職でなくなったときは、副委員長・常任委員を後任者と交代しなければならない。

　５　役員、委員は満70歳を定年とし、当該年度末日をもって退任する。
　　　
（役員・委員の解任）

第21条　役員・委員が、次の各号の一つに該当するときは、常任現在数の３分の２以上の議決により役員・委員を解任することができる。

（１）心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認められるとき。

（２）職務上の義務違反その他役員・委員たるにふさわしくない行為があると認められるとき。
第５章　　常任委員会

（常任委員会の招集等）
第22条常任委員会は、年６回以上委員長が招集する。ただし、委員長が必要と認めた場合、または常任委員現在数の３分の２以上から会議に付すべき事項を示して常任委員会の招集を請求されたときは、その請求のあった日から１５日以内に臨時常任委員会を開催しなければならない。

　２　常任委員会に付議する事項は、あらかじめ常任委員に通知することを原則とする。
　３　常任委員会の議長は、委員長とする。

（常任委員会の定足数等）

第23条　常任委員会は、常任委員現在数の２分の１以上の者が出席しなければ、会議を開催し、議事を議決することができない。

　ただし、当該議事につき書面又は電磁的方法をもってあらかじめ意思を表示した者は、出席とみなす。

　２　常任委員会の議事は、この規約に別段の定めがある場合を除き、出席常任委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

（議事録）

第24条　常任委員会の議事録は、事務局が作成し議長の承認を得て保存しなければならない。
第６章　　代表者会議

（代表者会議）

第25条　次に掲げる事項については、代表者会議の意見を聞かなければならない。

　（１）役員の選出

　（２）事業計画および予算についての事項

　（３）事業布告および決算についての事項

　（４）その他この委員会の業務に関する重要事項

（代表者会議の構成）

第26条　代表者会議は、第１２章に定める加盟団体の代表者によって構成される。

（代表者会議の招集）
第27条　代表者会議は、年１回以上委員長が招集する。ただし、委員長が必要と認めた場合、または加

盟団体（チーム）現在数の３分の２以上から会議に付すべき事項を示して代表者会議の招集を請求されたときは、その請求があった日から３０日以内に臨時代表者会議を開催しなければならない。

　２　代表者会議に付議する事項は、あらかじめ各加盟団体（チーム）に通知しなければならない。
　３　代表者会議の議長は、委員長とする。

（代表者会議の定足数等）

第28条　代表者会議は、加盟団体（チーム）の３分の２以上の者が出席しなければ、会議を開催し、議事を議決することができない。

　ただし、当該議事につき書面又は電磁的方法をもってあらかじめ意思を表示した者は、出席とみなす。

　２　代表者会議の議事は、この規約に別段の定めがある場合を除き、出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

（議事録）
第29条　 代表者会議の議事録は、事務局が作成し議長の承認を得て保存しなければならない。
第７章　　委員長の専決処分
（専決処分）

第30条　委員長は、常任委員会、代表者会議（以下「常任委員会等」という。）を開催するいとまがないと認めるとき、又は常任委員会等の権限に属する事項で軽易なものについては、これを専決処分することが出来る。

　２　委員長は、前項の規定により専決処分したときは、これを次の常任委員会等に報告し、その同意を得なければならない。
第８章　　部　　　会

（組　織）
第31条　本委員会に一般部会、大学部会、高校部会、Ｕ１５部会、Ｕ１２部会を置く。

（委　員）

第32条　 各部会において部会長、副部会長、庶務、広報、技術、会計、事業、規律フェアプレー等必要な委員（担当者）を選任し、この委員で部会を構成する。

（部会の業務）
第33条　各部会は、次の業務を担当する。
　（１）当該年齢のチーム・選手の育成のための方策の立案

　（２）本委員会より委託された業務

　（３）本委員会における決定事項等の加盟登録団体（チーム）への伝達

第34条　各部会の会議は、必要に応じて部会長が招集し、部会長が議長を務める。

　２　各部会は、会議を開催したときは議事録を作成して、事務局に送付することを原則とする。　　
第９章　　専　門　部

（組　織）

第35条　本委員会に技術部、広報部、審判部、規律フェアプレー部の専門部を置く。

（委　員）

第36条　各専門部において部長、副部長及び必要に応じて庶務、会計、広報の委員（担当者）を選任し、この委員で専門部を構成する。

（専門部の業務）

第37条　本委員会の専門部は、次の事業を担当する。
（１） 技術部　
ア　国体チームの編成・強化・運営

　　　イ　各年齢層の選手の発掘・育成

　　　ウ　各年齢層の選抜チームの編成・強化・運営

　　　エ　各年齢層のトレーニングセンターの運営

（2） 広報部　
ア　必要方面への広報活動

　　　イ　本委員会が主催、主管、後援、公認する大会の記録（試合結果、トーナメント表、星取表等）
　　　　　の収集

      ウ　県協会ホームページに試合結果、大会結果等の掲示

　　　エ　県協会ホームページに加盟団体（チーム）への通達事項、連絡事項の掲示

　　　オ　県協会広報委員会への協力

（３） 審判部　
ア　加盟団体（チーム）所属審判員ならびにこの委員会登録４級審判員の統括

　　　イ　４級審判員の育成
　　　ウ　アの審判技術の向上のための講習会等の開催

　　　エ　県協会審判委員会への審判員派遣の要請

　　　オ　県協会審判委員会への協力
（４） 規律フェアプレー部

　　　ア　フェアプレーの周知徹底に関する事項

　　　イ　公益財団法人日本サッカー協会「ＪＦＡ行動規範」の実施に関する事項

　　　ウ　スポーツマンシップに関する事項

　　　エ　サッカーへの一般世評を悪化させる恐れのある事態の防止に関する事項
　　　オ　競技場内・その周辺で発生したチームおよびその所属員に関する懲罰事項の調査並びに処分
　　　　　の決定

　　　カ　県協会規律フェアプレー委員会への協力

　
（会　議）
第38条　各専門部の会議は、必要に応じて部長が招集し、部長が議長を努める。

　２　各専門部は、会議を開催したときは議事録を作成し、事務局に送付することを原則とする。

　　　

１０章　　一般社団法人神奈川県サッカー協会役員・委員の選出

（理　事）

第39条　県協会理事には、社団法人神奈川県サッカー協会の正社員資格保持者を推挙する。
（専門委員）

第40条　県協会専門委員会委員は、本委員会の当該部会、部の部長を推挙する。

第１１章　　事　務　局

（事務局）

第41条　本委員会に事務局を置き、総務、会計、登録ならびに部会、専門部に属さない次の業務を行う。

ア　事業計画（案）作成に関する事項

　　　イ　予算（案）作成に関する事項

　　　ウ　事業報告（案）作成に関する事項

　　　エ　決算（案）作成に関する事項

　　　オ　規約の改正（案）作成に関する事項

　　　カ　その他の部会、他の専門部、運営部に関しない事項

　２　事務局の人事は、常任委員会で決定する。

　３　事務局は、事務局長、総務担当、会計担当で構成され、事務局長が統括する。
　４　総務担当は、会議、文書、会議録等に関する事務を処理する。

　５　会計担当は、経理事務を処理する。

　６　事務局会議は、事務局長が招集し、事務局長が議長を務める。

　７　事務局員については、適正な労働対価を支弁するよう努める。
第１２章　　加盟団体（チーム）

（加盟団体）

第42条　県協会の女子種別に加盟登録団体として登録したチームを、本委員会の加盟団体とする。

（1） 加盟団体は、この委員会の運営に積極的に協力することを義務とする。
（資格失格）

第43条　加盟団体は、次の事由によりこの委員会の加盟団体としての資格を喪失する。
　（１）チームの解散等により県協会に登録しないとき

　（２）除名

（除名）

第44条　加盟団体が次の各号の一つに該当するときは、常任委員会の議決を経て、委員長がこれを除名することができる。

　（１）本委員会の名誉を著しく傷つけ、又はその目的に違反する行為があったとき
　（２）加盟登録費等の納付する義務のある金額を納付しないとき

（３）加盟団体としての義務怠り、委員会の活動を妨げる行為があったとき。

（登録費等）

第45条　加盟団体は、毎年この委員会が別に定める登録費等を納入しなければならない。
第１３章　規約の改廃

（改　廃）
第46条　この規約は、常任委員会および代表者会議において常任委員現在数あるいは加盟団体現在数の

３分の２以上の議決を経なければ改廃できない。

第１４章　　そ　の　他
（その他）　
第47章　この規約に定めなき事項については、公益財団法人日本サッカー協会ならびに一般社団法人神奈川県サッカー協会の当該規程を準用し、その決定は常任委員会が行う。

付　　　則

１　本規約は、昭和５４年（1979年）６月１日から施行する。

２　本規約の改訂は、昭和５７年（1982年）４月１日から施行する。
３　本規約の改訂は、昭和５６２（1987年）２月１日から施行する。

４　本規約の改訂は、平成　元年（1989年）４月１日から施行する。

５　本規約の改訂は、平成　４年（1992年）４月１日から施行する。

６　本規約の改訂は、平成　５年（1993年）４月１日から施行する。

７　本規約の改訂は、平成　６年（1994年）４月１日から施行する。

８　本規約の改訂は、平成　７年（1995年）４月１日から施行する。

９　本規約の改訂は、平成　８年（1996年）４月１日から施行する。

10　本規約の改訂は、平成　９年（1997年）４月１日から施行する。

11　本規約の改訂は、平成１０年（1998年）４月１日から施行する。

12　本規約の改訂は、平成１１年（1999年）４月１日から施行する。

13　本規約の改訂は、平成１２年（2000年）４月１日から施行する。

14　本規約の改訂は、平成１４年（2002年）４月１日から施行する。

15　本規約の改定は、平成１６年（2004年）５月２９日から施行する。

　　16　本規約の改定は、平成２０年（2008年）４月　１日から施行する。
　　17　本規約の改定は、平成２２年（2010年）４月　１日から施行する。
18　本規約の改定は、平成２４年（2012年）４月　１日から施行する。

19　本規約の改定は、平成２6年（2012年）４月　１日から施行する。
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